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特許のコモンズ化：一見すると矛盾する行動

21.はじめに

発明の開示（社会的便益）

一定期間の排他権の
付与（私的便益）

特許制度の本質

独占に起因する余剰の発生

特許コモンズ
（＝不特定多数との特許共有）

排他権

競合他社への技術提供
社会への技術提供



近年の特許コモンズの事例

31.はじめに

年 特許権者 技術分野 特許数 種別

2005 IBMほか オープンソースソフトウエア 529 NAP

2008 IBMほか 省エネ・環境関係技術 100 NAP

2013 Google 省エネ・環境関係技術 150 NAP

2014 Tesla 電気自動車 All NAP

2015 トヨタ自動車 水素燃料自動車、同インフラ 5680 RF

2015 パナソニック IoT 50 RF

2015 ダイキン 空調用冷媒 100 RF

（出所） 瀬川(2016)を筆者が改定

Patent Commons Project

Eco-Patent Commons

Google Open Patent 
Non-Assertion 
Pledge

NAP: 不行使宣言 Non-assertion patent declaration
RF: 無償ライセンス申し出 Royalty free license offering



特許をコモンズ化する動機

41.はじめに

（出所） Ziegler, Gassmann, & Friesike (2014)

金銭的なリターンを狙うもの 非金銭的リターンを狙うもの

周辺技術を
コモンズ化

コスト・カット:
非営利機関等への特許の寄付

リターン：特許維持費用の削
減、税制上の優遇

イノベーション創出促進:
非営利機関等への特許の寄付

リターン：研究ネットワーク
の強化、イノベーションの加
速

コア技術を
コモンズ化

利益創出:
オープンソース戦略、産業形
成戦略

リターン：製品の質の向上、
市場の拡大

技術の共有:
特定地域・特定用途での無償
ライセンス

リターン: 社会貢献による名
声の獲得

戦略的ツールとしての
コモンズ



特許コモンズの帰結としてあり得るもの - 1
金銭的なリターンは（直ちには）得難い

• 技術のアウトバウンド戦略（＝特許ライセンス、譲渡の

積極活用）は財務パフォーマンスを悪化させる傾向

• 研究1：Michelino, Caputo, Cammarano, & Lamberti (2014)

• 世界的な製薬企業126社の時系列財務データを分析

• 特許のライセンス・アウト、譲渡は財務パフォーマンスを押し下げる傾向

• 研究2:Mazzola, Bruccoleri, & Perrone (2012)

• NASDAQ上場産業用装置メーカー105社の時系列財務データとアンケート結果

• 特許のライセンス・アウト、譲渡は財務パフォーマンスを押し下げる一方、新

製品開発点数を増やす傾向

• 技術のアウトバウントからの利益獲得は容易でないこと

の一例 (Helfat & Quinn, 2006)

• 敗者の戦略の影響？非金銭的リターンが主？

52.これまでの学術研究では何がわかっているのか？



特許コモンズの帰結としてあり得るもの - 2
「知識の再吸収」または「開示からの再学習」

• 技術が他社に伝わったとしても、その企業は伝わった先

の企業から技術を学ぶことができる(Yang et al., 2010; 

Yoneyama, 2013; Alnuaimi & George, 2016; Yoshioka-Kobayashi & 

Watanabe, 2018)

• 再吸収を含む自組織への知識の流れの多い組織は財務パ

フォーマンスが良い (Belenzon, 2012)

62.これまでの学術研究では何がわかっているのか？

(Graphic source) FLATICON  www.flaticon.com 

X社

Y社

Z社

X社

スピルオーバー
（意図的かどうかを
問わず他組織に技術
が移転）

再吸収

技術の源流と
なった組織

受け手組織

源流組織

発明の生産性が上昇(Yang et al., 2010)

、質の高い発明を生産(Yoshioka-
Kobayashi & Watanabe, 2018)



理論からわかっていること
なぜ「知識の再吸収」が重要なのか？

• 組織として異分野の技術知識を学ぶことは容易ではない

• 組織によって学習の能力が異なっている

＝技術吸収能力が存在 (Cohen & Levinthal, 1990)

• 事前に有している知識基盤が主に影響する

• そのため、例えば技術獲得のM&Aは容易に成功しない

• 成功のためには買収企業が被買収企業の技術分野の知識を一定程

度有していないといけない (Desyllus & Hughes, 2010)

• 「自分にはわからないが、買ってくればよい」は幻想

72.これまでの学術研究では何がわかっているのか？

(Graphic source) FLATICON  www.flaticon.com 



特許コモンズの実際
価値の低い特許がコモンズ化

• エコ・パテントコモンズでは、相対的に価値の低いもの

がコモンズ化 (Hall & Helmers, 2013)

82.これまでの学術研究では何がわかっているのか？

そもそも被引用数（あとの特許から
引用された数≒技術的・商業的な質
の代理指標）が低い傾向

対照群(1)
エコ・パテントコモンズ
参加者からの特許

対照群(2)
エコ・パテントコモンズ
と同じIPCを持つ特許の
うち企業から出願された
もの

Hallらはこの事実を以て
イノベーションへの寄与
が少ないと結論

被
引
用
数

エコ・パテントコモンズ発足

対象群

エコ・パテントコモンズ特許



これまでの学術研究では何がわかっていないのか？

• 特許コモンズはなにかプラスの成果をもたらすのか？

92.これまでの学術研究では何がわかっているのか？

• 技術軌道の変化（研究開発

型企業を引きつける）

• 特許コモンズに寄与した企

業の技術生産性が向上（技

術知識の再吸収）

• フリーライダーだけが引き

寄せられ、技術開発にはつ

ながらない

• 知識のリターンが少ない

特許コモンズは技術開発の動

機づけを行う

特許コモンズは当該技術が競

争の対象でなくなったことの

負のシグナル

もたらしうる成果 成果創出の阻害要因



観測対象のデータ

• 処置群：IBMから出願されパテント・コモンズに含まれ

る498件の米国特許

• 1988年〜2002年に出願し、その後、登録

• 50件は適切な対象群を欠くため、マッチング分析では448件を使

用

• 対照群：IBMから出願された特許のうち以下を満たすも

の

• 同一の出願年・IPCサブクラスの組み合わせをもつ特許

• かつ、最も近い請求項数のもの

• 無作為に8種の対照群を設定（重複あり）

• IBMの特許に絞ることにより、IBMの技術力の高まりによる影響を

統制

103.検証手法



特許の価値の計測指標

• 後続特許からの被引用数: 特許の価値および知識の流れの

代理指標

• 特許出願をするにあたって先行技術の開示が必須

• そのため引用情報は知識の流れの代理指標となりうる (Jaffe et al., 2000; 

Duguet & MacGarvie, 2005)

• ただしノイズも多い (Jaffe & de Rassenfosse, 2017参照) 

• 価値ある特許発明は他社を惹きつける

• 競合他社が追随する特許を出願し、その過程で当該特許を引用する

• 少なくとも被引用数は技術的な価値の指標となりうる (Albert et al., 1991; 

Benson & Magee, 2015)

• しかも商業的な価値を反映していることが少なくない (米国特許：Lanjouw & 

Schankerman, 1999; Bessen, 2008. 欧州特許：Harhoff et al., 1999; 

Harhoff et al., 2003)

113.検証手法



論証戦略：差の差分析(difference-in-difference)

123.検証手法

20052002-04 2006-08 2009-11 2012-14

処置群特許
（パテント・
コモンズ）

対照群特許

引用

被引用特許＝処置群・対照群
を引用する後続の特許

2002-04

被
引
用
数

2006-08

パテント・コモンズの効果

被引用特許の出願年

対照群特許

処置群特許



用語：自己被引用と外部からの被引用

133.検証手法

引用

IBM
IBM

IBM

IBM

競合他社
(e.g. Sun Microsystems)

競合他社

競合他社

自己被引用：IBM内部での後続特許

外部からの被引用



平均被引用数の比較：
コモンズ内の特許は被引用数が少ない＝価値低？

• IBMは組織内でみると相対的に価値の低い特許をコモン

ズにした？

144.検証結果

対照群に比べると自己被引用数、
外部からの被引用数とも少ない

中央値 75パーセンタイル値

25パーセンタイル値

対照群

処置群
（パテント・
コモンズ）

自己被引用数（出願後7年間） 外部からの被引用数（同）



平均被引用数の比較（被引用特許の出願時期別）

154.検証結果
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平均被引用数の比較（被引用特許の出願時期別）

164.検証結果
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計量経済学的分析結果：
特許コモンズは自己被引用を増やす

• 特許コモンズの効果をクラスター・ロバストOLS で推計

（対照群１を使用）

174.検証結果

***

***

***
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*** 0.1%水準で統計的に有意,   n.s. 非有意
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コモンズ内の特許は平均して1件
自己被引用数が多い

02

～
04

の
被
引
用
数
か
ら
の
伸
び

自己被引用
伸び

外部からの
被引用伸び



特許コモンズの効果

• あまり注目されていなかった特許に注目を集めさせ、

自組織内の当該発明に関する開発を活発化させる

• 知識の再学習の議論(Alnuaimi & George, 2016)を踏まえると、外部

のコモンズのフォロアーから学ぶ機会が生じたため、開発が活発

化した可能性がありうる

• 外部からの知識参照には顕著な影響なし

• コモンズ化されるとやや外部からの被引用が減る傾向が確認

• 非競争領域と認識され、特許出願の動機が減少するのと同時に、

技術開発が一部活発化するために、正負の影響が打ち消しあって

いる？

185.議論と追加分析



何が起きているのか？

• 知識の再吸収が進んでいるのか？

• 論証戦略：

コモンズ特許の自己被引用特許は、より多くの外部の特許（とく

により多くの企業のもの）を参照するようになっているのか？

195.議論と追加分析

20052002-04 2006-08 2009-11 2012-14

処置群
（パテント・
コモンズ）

対照群

引用

企業X

企業Y

X,Yの2社を参照

被引用特許の出願年

IBM
IBM

IBM



何が起きていたか

• IBMから出願されたコモンズ特許を引用する特許は、対

照群（IBMから出願されコモンズ特許の対照群のみを引

用している特許）に比べ多様な企業の特許を引用

205.議論と追加分析
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ありうる解釈

• ソフトウエア技術者のコミュニティがパテント・コモン

ズ後にIBMに対してより積極的にフィードバックを行う

ようになった

• 競争力を維持するためにIBM自身、またはIBM内の技術

者が積極的にコモンズ特許の後続特許を開発するように

なった

215.議論と追加分析

(Graphic source) FLATICON  www.flaticon.com 



特許コモンズとは何なのか？

• 競合他社から学び、組織内の開発を促進させる手段

• あまり注目されてこなかった技術であってもさらなる

発明を生み出すことを促すことができる

• 直接的な技術的リターンが存在

• 技術コミュニティーとしての利点も存在している可能性がある

（検証が難しいため、今後の課題）

226.結論



マネジメントへの示唆 – 1
（技術獲得の観点から）

• 戦略的な技術の開示は自組織の技術能力強化につながる

• 以下の貢献をする

• 眠っていた技術資産の活用

• 技術吸収能力の強化

• 競合他社からの技術学習

236.結論

(Graphic source) FLATICON  www.flaticon.com 



マネジメントへの示唆 – 2
（産業の観点から）

• ネットワーク化された産業生態系の中では、不断の技術

学習が必要

• 買収だけでは不十分 ∵吸収が容易でない

• 「Co-opetions (=coordination & competition: Tsai, 2002)」

がより重要に？

246.結論
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他の特許コモンズ例

28A.1.はじめに

年 特許権者 技術分野 特許数 種別

1970 Dolby ノイズ除去技術 情報なし NAP

1999 DuPont N/A 情報なし
(6400
＄相当)

D

2000 Procter & Gamble アスピリン剤 196 D

2005 Sun Microsystems オペレーティングシステ
ム

1670 NAP

2008 GlaxoSmithKline 熱帯病関連薬 800 RF

（出所）Ziegler, Gassmann, & Friesike (2014)

NAP: 不行使宣言 Non-assertion patent declaration
RF: 無償ライセンス申し出 Royalty free license offering
D: 寄附 Donation to non-profit organization



表1. 被引用数の伸びの推計結果
(OLS: 無作為抽出した対照群1での結果)

29A.4.検証結果



頑強性の検証

• 8つの対照群グループそれぞれでの被引用数の伸びの推計

結果(表2)

• 発生時期別の被引用数の推計結果(表3)

30A.4.検証結果



表2.被引用数の伸びの推計結果
(OLS:対照群グループそれぞれでの結果)

31

Group	1 Group	2 Group	3 Group	4 Group	5 Group	6 Group	7 Group	8

Self 06-08 1.045*** 1.023*** 0.928*** 1.046*** 1.114*** 1.053*** 0.993*** 1.032***

(0.179) (0.181) (0.199) (0.174) (0.178) (0.180) (0.194) (0.187)

09-11 0.464*** 0.359*** 0.422*** 0.422*** 0.397*** 0.433*** 0.344*** 0.360***

(0.093) (0.104) (0.104) (0.090) (0.105) (0.091) (0.107) (0.101)

12-14 -0.381*** -0.457*** -0.404*** -0.401*** -0.414*** -0.381*** -0.349*** -0.447***

(0.095) (0.089) (0.075) (0.063) (0.079) (0.072) (0.072) (0.094)

External 06-08 -0.702* -0.829** -0.919** -1.112*** -1.132*** -0.512 -0.49 -0.663*

(0.358) (0.337) (0.370) (0.376) (0.371) (0.342) (0.325) (0.370)

09-11 -0.221 -0.143 -0.423 -0.505 -0.384 -0.0667 0.0616 -0.335

(0.317) (0.316) (0.386) (0.405) (0.326) (0.320) (0.286) (0.394)

12-14 -0.123 -0.206 -0.54 -1.102** -0.682* -0.139 -0.105 -0.551

(0.298) (0.309) (0.428) (0.474) (0.353) (0.301) (0.294) (0.431)

884 879 883 882 879 878 881 882

A.4.検証結果



表3.発生時期別の被引用数の推計結果(負の二項分布
モデルGML: 対照群グループ1)

32A.4.検証結果



追加分析の手法

• 処置群・対照群の特許の自己被引用特許10,087件を使用(

出願時期：1992~2018) 

• ここでは自己被引用に審査官被引用を含めた

• 上記の被引用特許が引用する特許の出願人機関数を計算

• ここでは出願人引用だけを使用（ただし、データの制限から2005

年以前になると不正確）

• 個人からの特許は除外

• ポアソンモデルで推計

33A.5.議論と追加分析



表4. 処置群・対照群の被引用特許の引用特許の出願
人機関数の推計 (Poisson GML)

34A.5.議論と追加分析

 # applicants in backward citations  

(by application year of forward citation patents) 
 ‘02-04 ‘06-08 ‘09-11 ‘12-14 

Forward citations of  1.283*** 1.396*** 1.796*** 1.553*** 

Commons (dummy) (0.0347) (0.0304) (0.0280) (0.0227) 

Application year 1.069*** 1.259*** 0.995 0.968*** 
 (0.0173) (0.0165) (0.00940) (0.00809) 

# Claims 1.007*** 1.014*** 1.018*** 1.020*** 

 (0.000870) (0.000711) (0.000534) (0.000719) 

Observations 1,461 1,541 1,915 1,713 
Pseudo R2 0.0124 0.0335 0.0597 0.0397 

Log Likelihood -6421 -10018 -18204 -18867 

Incident rate ratio in parentheses *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
 


